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行政改革推進プランの見直し内容 

１ 新規計上（８取組） 
改革の柱 取組№ 取組名（所管課） 取組の概要 取組目標 ページ

４－③ 

行政サービスの電子化の推進（ペイジー収納， 

公金収納データ統合処理システムの導入検討） 

（ペイジー収納：税制課，納税課） 
（公金収納データ統合処理システム：出納室） 

【ペイジー収納】 
納税者の利便性の向上を図るとともに，市税収入の更なる確保に努めるため，

インターネットバンキングやＡＴＭなどにより公金の納付が可能となる「ペイ

ジー収納」を導入するもの 
【公金収納データ統合処理システム】 

事務の効率化を図るため，コンビニ・ペイジー等の仕様が異なる収納データ

を一元化した統合データに変換処理する「公金収納データ統合処理システム」

を導入するもの 

 

平成２６年度 
導入準備，一部サービスを開始 
・収納データの統合処理に関わる委託業者の選定 
・税オンライン等の内部システム改修 
 

平成２７年度 
サービス開始 

７ 

１０ 
地域自治センターの整備（生涯学習センターとの一体

的な整備） 

（自治振興課） 

地域行政機関における地域のまちづくりの拠点としての機能を十分に発揮さ

せるため，老朽化への対応を行うとともに，まちづくりと人づくりの一体的推

進を図るもの 

平成２８年４月 
供用開始（河内地域自治センター） 

 
平成２８年度中 
供用開始（上河内地域自治センター） 

９ 

１６－④ 
全庁的な外部委託の推進（下水道施設修繕業務） 

（下水道施設管理課） 
民間ノウハウを活用し，より効果的・効率的な下水道施設（管渠）の修繕業

務等を行うため，計画的に外部委託を実施するもの 
平成２６年度 
委託実施 

１１

市民の力の 

発揮 

１７－⑥ 
指定管理者制度の推進（五代若松原地域コミュニティ

センター） 

（みんなでまちづくり課） 

地域づくりの活動拠点として，地域住民に効果的に活用され，サービスの向

上が図られるよう，地域の自治会や各種団体等で構成された地域まちづくり組

織による指定管理者制度を導入するもの 

平成２６年度 
制度導入 

１１

２９－② 
公共施設等の適正保有，効果的な利活用の推進 

（上河内生涯学習センター「ひばり館」の見直し） 

（生涯学習課） 

上河内生涯学習センター「ひばり館」について，施設利用者の減少・固定化

や施設の老朽化による閉館に関し，借地権者や地域の了解が得られたため，平

成２６年度の円滑な閉館に向け着実に取り組むもの 

平成２６年度 
施設閉館 

１７

事業等の 

徹底した 

検証 

３８ 
道路，河川，公園の補修業務の集約化 

（道路保全課，河川課，公園管理課） 

市民生活における安全・安心のより一層の確保に向けて，効果的・効率的な

体制を整備するため，「都市基盤保全センター」を設置し，各課が所管する，道

路・河川のパトロール業務や道路補修業務，公園の巡回点検・修繕業務を集約

するもの 

平成２６年度 

補修業務の集約化 
１９

４６ 
公共施設における余剰電力の売却（クリーンパーク茂

原，今市送水管第３減圧所小水力発電設備） 

（廃棄物施設課，配水管理センター） 

余剰電力の売却による歳入の増を図るため，平成２４年７月に新設された再

生可能エネルギー固定価格買取制度（ＦＩＴ制度）を活用するとともに，特定

規模電気事業者（ＰＰＳ）などによる一般競争入札を実施するもの  

平成２５年度以降 
毎年度約３億円の収入確保 

２５
健全な 

財政構造の 

確立 

５３ 
予防接種委託料の見直し 

（保健予防課） 
歳出の抑制を図るため，予防接種ワクチンの調達方法の見直しを行うもの 

平成２６年度 
ワクチンの調達方法の見直し 

２７
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２ 取組内容の充実・強化（６取組） 

取組の変更内容 
改革の柱 取組№ 取組名（所管課） 取組の変更理由 

変更・追加 変更・追加前の取組 変更・追加後の取組 
ページ

５ 地方分権改革の推進 

（行政改革課） 

地域の実情に応じた行政サービスの提
供のため，平成２４年度までに制定した介
護福祉施設の設備基準等に関わる４１条
例に加えて，新たに各種審議会の委員定数
等に関わる１８条例の制定に向けた対応
を進めるもの 

平成２３～２４年度 
新たな基準の設定に係る

条例制定等 

平成２４～２５年度 
順次，新たな基準に基づ

くサービスの提供 

平成２３年度～２６年度 
新たな基準の設定に係る条例制定等 

平成２４年度～２７年度 
順次，新たな基準に基づくサービスの提供 

７ 

市民の力の 

発揮 

 

１２ 
市民が主体となった 

「もったいない運動」の推進 

（環境政策課） 

当初の目標の達成に伴い，今後は，認知
度向上に引き続き取り組むほか，運動を実
践する市民・事業者の拡大を図るため，新
たに「実践を促す活動の強化」を取組目標
に掲げるとともに，スケジュールに「実践」
を促す活動の強化に関する項目を追加す
るもの  

平成２５年度末 
市民の８割が「もったい

ない運動」を認知 

平成２５年度末 
市民の８割が「もったいない運動」を認知 

平成２６年度以降 
市民や事業者における「もったいない運動」の実践を促す活動(※)の強化 

 
※ ・主体的に運動を展開する実行組織の結成 

・取組の拡大に向けた企業への協力要請 等 

９ 

２３－⑥ 
事業の再編・統廃合の推進 

（前納報奨金制度の見直し） 

（税制課，納税課） 

平成２４年度からの交付率引下げの検
証結果や景気回復の動向等を総合的に勘
案し，更に見直しを進めるもの 

取組目標 
追加 

平成２４年度 
制度見直し 

平成２４年度 
制度見直し 

平成２５年度 
廃止の方向性の決定（平成２６年３月議会に関係条例を提案） 

平成２７年度 
制度廃止 

１５

事業等の 

徹底した 

検証 

３０ 
アセットマネジメントに 

基づく上下水道施設の更新 

（経営企画課） 

国の指標に基づき作成している施設更
新・財政計画について，より本市の実情に
あった具体的な指標・取組等を盛り込んだ
計画とするため，精度向上へ向けた取組を
行うもの 

取組目標 
変更 

平成２５年度 
施設更新・財政計画の策定

平成２６年度 
施設・財政両面での健全

性の確保 
平成２６年度以降 
料金負担の適正化 

平成２５年度 
・アセットマネジメント推進に係る現状の把握・課題の整理 
・施設更新・財政計画の策定 
平成２６年度 
必要情報の集約・整理（電子化等） 

平成２７年度 
施設更新・財政計画の改定 

平成２７年度以降 
改定後の更新需要・財政収支見通しに基づく効率的な施設管理の実施 

１７

４９ 
公共施設の電力調達における 

競争入札の導入 

（管財課） 

契約電力５００ｋW 以上の大口施設の
入札状況を踏まえ，更なる競争入札導入を
推進するため，経費削減効果の見込める契
約電力５００ｋW 未満の施設についても
対象を拡大するもの  

平成２４年度  
清原中央公園，競輪場 

平成２４年度  
500ｋＷ以上：清原中央公園，競輪場 

平成２５年度 
500ｋW 以上：クリーンパーク茂原 
500ｋＷ未満：小・中学校９３施設，旧昭和小学校言障教室， 

保育所４施設（西が岡，竹林，石井，北雀宮），ろまんちっく村
平成２６年度 

500ｋW 以上：南清掃センター，東横田清掃工場 
500ｋＷ未満：エコプラセンター下荒針，エコパーク板戸 

２５

健全な 

財政構造の 

確立 

５０ 給与水準の適正化の推進 

（人事課） 

国や他の自治体，民間の給与水準を十分
考慮し，市民の理解が得られる適正な給与
水準となるよう，給料表や諸手当につい
て，継続的に必要な見直しを行うもの 

取組内容 
追加 

平成２２年度 

月例給及び賞与の引下げ改定 

平成２３年度 

・月例給の引下げ改定 

・持家に係る住居手当の廃止

平成２２年度 
月例給及び賞与の引下げ改定 

平成２３年度 
・月例給の引下げ改定 
・持家に係る住居手当の廃止 
平成２５年度以降 
・退職手当額の段階的引下げ 
・高齢層職員の給与抑制（昇格・昇給制度の見直し等） 
【参考】 

平成２５年７月から２６年３月まで臨時・特例的に一般職員の給与減額を実施 

２５

 

【参考】平成２５年度をもって実施済とするもの 

改革の柱 取組№ 取組名（所管課） 概要 ページ

１３－② 市民と行政が一体となった節電行動の強化（ＬＥＤ防犯灯の導入促進）（生活安心課） 平成２５年４月 ＬＥＤ防犯灯上乗せ補助の新設 ９ 市民の力の 

発揮 １７－① 指定管理者制度の推進（宮サイクルステーション）（交通政策課） 平成２５年９月 指定管理者制度の導入 １１ 


